
国立大学法人横浜国立大学中期目標 

 

（前文）大学の基本的な目標 

 横浜国立大学（YOKOHAMA National University : YNU）は、文明開化の発祥の地であり、高度の

産業が集積する横浜に生まれ育った都市型高等教育機関として、自由で高い自律性を保つ堅実な学

風の下、実践性・先進性・開放性・国際性を精神とする教育と研究により、社会の中核となって活

躍する多くの人材を育成し、社会を支える研究成果を発信して社会に貢献してきた。 

21世紀に入り、経済発展の軸がアジア中心にシフトするグローバル新時代を迎え、社会制度、

文化、宗教、習慣などの多様性が一層複雑化し、世界の持続的発展に障壁となる諸課題が顕在化し

てきている今、日本社会が直面する諸課題の解決に国際的視点から貢献するイノベイティブな人材

を育成し、世界に向けて新たな「知」を創造・発信することが求められている。 

また、グローバル新時代の課題は同時にローカルな課題でもある。本学が立地する横浜・神奈川

地域にも産業構造の変化や大都市問題のほか、少子高齢化にともなう郊外住宅・団地の荒廃、人口

減少、水源・里山地域の衰退、火山・地震などの自然災害リスクの増大等の地域的諸課題が押し寄

せている。 

このような背景を踏まえ、本学の伝統的な強みと特色により教育研究機能を更に充実・強化し、

国際都市横浜発のグローバルな貢献を成し得る国立大学として、その責務を一層果たしていく。 

（研究） 

本学は「人々の福祉と社会の持続的発展に貢献する」ことを基本使命として、各専門領域の研究

を基盤として充実させるとともに、強みのある領域を中核に世界を先導する。 

また、多くの教員を従来の学部の枠を越えた研究院に所属させ、移りゆく社会のニーズを捉えた

機動性・学際性を有した柔軟な研究を行いうる組織体制を整備している。この研究組織体制と人文

系・社会系・理工系の分野が一つのキャンパスにある優位性により文理融合的研究を積極的に推進

し、分野を越えた結合などにより複雑で多様化したグローバル新時代の諸課題を解明し、将来社会

のあり方を提示することで、様々な要素が集積する国際都市横浜の地において実践的学術の国際拠

点となることを目指す。 

（教育） 

専門性を基礎としつつ調和のとれた教育体系のもと、主体性と倫理性を養う豊かな教養教育を行

い、少人数教育と実践的教育の伝統的な強みを活かしてグローバル新時代に求められる多様な視点

を有する広い専門性を持った実践的人材（学部）と高い応用力と発想力を有する高度専門職業人

（大学院）の育成を推進する。また、アジアから多くの留学生が学び、留学生比率が高いという本

学の特色をさらに強化し、国際性が豊かで、共生社会の構築に貢献する教育拠点を目指す。 

（地域貢献、社会貢献） 

ローカルな課題の真摯な追究がグローバルな課題の追究にも連関することを踏まえ、これらの諸

課題の実践的解決のため、地域の自治体、企業、大学等と積極的に連携しながら、グローバルな視

座を有しローカルな課題に対応できる人材を育成するとともに、公共性ある国立大学の責務として

大学の知を広く社会に還元し、課題解決の一翼を担うことを目指す。 

（組織運営） 

本学の伝統的な強みと特色を十分に発揮し、ミッションを的確に実行するため、学長のリーダーシ

ップの下、全ての教職員がビジョンを共有して大学改革への主体的参画を高め、自己変革により研

究、教育、地域貢献、社会貢献の機能を最大化できるガバナンス体制を構築するとともに、グロー

バル新時代の諸課題の解明に向けた実践的学術の国際拠点を目指すべく、資源の戦略的・機動的な

活用による全学一体の大学改革を不断に実行する。 

 

 



◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

 １ 中期目標の期間 

   平成28年4月1日から平成34年3月31日までとする。 

 ２ 教育研究組織 

   この中期目標を達成するため、別表１に記載する学部、研究科（学府を含む）を置く。  

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

 （１）教育内容及び教育の成果等に関する目標 

① ミッションの再定義で明らかにされたように、本学の強み・特色である幅広い専門性と多様な

応用力を涵養する教育を活かし、社会的要請を十分に踏まえ、国内外の優秀な学生を集め、国際レ

ベルの実践的で高度な教育を行うことで、グローバル社会で活躍する実践的人材（学部）の輩出を

目指す。 

② イノベーションの創出に向けて、高い技術力、発想力、実践力などの複合的な力を備え、国際

的に活躍できる高度専門職業人（大学院）を育成するため、大学院を中心とした機能強化を行う。 

 

 （２）教育の実施体制等に関する目標 

③ グローバル新時代の大学教育の高度化や多様化に対応し、生涯を通じた高度な知識の修得の場

として、実践的人材（学部）と高度専門職業人（大学院）の輩出を目指しカリキュラム・ポリシー

を見直し、基礎から高度な応用に至るまで、質の保証された教育を実施する体制を整える。 

④ 横浜・神奈川に立地し、人文・社会系学部と理工系学部が一つのキャンパスにある優位性と多

くの留学生が学ぶ本学の特色を活かし、文理融合と分野横断を追究するとともに、グローバルな視

座を有しローカルな課題に対応できる人材を育成する教育体制を整備する。 

⑤ 世界を舞台に挑戦する主体性、創造性や豊かな人間性を持ち、グローバル新時代を生き抜く力

を備えた人材を育成するため、高校教育のグローバル化支援を含む高大接続体制を全学的体制によ

り構築する。 

 

 （３）学生への支援に関する目標 

⑥ 学修ツール整備、経済支援、バリアフリーやメンタルヘルス等、学生の多様なニーズや障壁を

受け止める効果的な学修支援と、産業界のニーズを把握した、実効あるキャリア形成支援を行う。 

 

（４）入学者選抜に関する目標 

⑦ グローバル新時代に対応した高大接続を推進するため、アドミッション・ポリシー、カリキュ

ラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーを見直し、国内外から優秀な学生を集める多面的かつ戦略

的な入学者選抜を実施する。 

 

２ 研究に関する目標 

 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

⑧ グローバル化、イノベーション、大都市問題といったグローバル新時代における諸課題に対応

するため、高度な重点分野研究、実践的基盤研究、及び分野横断型研究を推進する。これにより国

立大学としての社会的責務を果たすとともに、国際的に活躍できる人材の育成や優れた研究成果を

創出し、国内・国際共同研究の実施、さらには世界的な研究拠点の形成へとつなげる。 

 

 （２）研究実施体制等に関する目標 

⑨ 人文系・社会系・理工系の分野が一つのキャンパスにある優位性を活かし、また同時に、専門

分野に応じた多様な評価指標に基づいた戦略的な研究支援を行うことによって、本学の強みや特徴



を活かした研究を強化する体制を構築する。 

⑩ 不断に研究力評価を実施し、その結果に基づいて研究資源を分野の枠を越えて有効活用するこ

とで、研究の質を向上させるとともに、教職員の協働を促進するシステムの充実と強化を行う。 

 

３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標 

⑪ 社会のニーズに応える教育及び研究を行うとともに、知の拠点として地域における課題解決の

一翼を担い、さらには我が国の持続可能社会の構築に寄与する。 

 

４ その他の目標 

 （１）グローバル化に関する目標 

⑫ グローバル社会で活躍する人材の育成に向けて、多くの留学生・外国人研究者が集い、協働し

活躍するグローバルキャンパスを実現するとともに、教育研究の国際展開を行う。 

 

 （２）附属学校に関する目標 

⑬ 地域や教育委員会と連携しつつ、教育実習、教育インターンなどの各種実習科目や共同研究の

充実を図るとともに、地域と教育課題を共有し、小中高連携教育の研究等を通して、神奈川県にお

ける初等・中等・特別支援教育の先導的役割とその発信拠点・交流拠点としての活動を強化する。 

 

Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 組織運営の改善に関する目標 

⑭ 学長のリーダーシップの下、教育、研究、社会貢献の機能を最大化できるガバナンス体制を構

築し、社会のニーズや国際的・戦略的視点を踏まえつつ、広く優秀な人材を求め安定した財政で裏

打ちされた柔軟な大学運営・大学経営を行う。 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

⑮ グローバル新時代に対応した教育プログラムを実施するため、学長のリーダーシップのもと本

学の資源を戦略的・機動的に再配分し、本学一体による教育組織の改編を行い、教育機能を強化す

る。 

 

３ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

⑯ 大学運営を機能的かつ戦略的に行うため、事務の効率化・合理化を実現する事務組織編成と適

正な人事配置を行うとともに、業務の点検と見直しを不断に行う。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

⑰ 外部研究資金や寄附金等、多様な資金の獲得を図り、自己収入の増加に取組む。 

 

２ 経費の抑制に関する目標 

⑱ 人件費の計画的な見直しを進めるとともに、人件費以外の経費の抑制等を着実に行う。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

⑲ 保有資産の運用状況を確認し、効率的・効果的な運用管理を行う。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 

⑳ 自己点検・評価作業の効率化を図るとともに、評価結果を効果的に活用する。 



 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

㉑ 社会に対する説明責任を認識し、大学の実情や果たしている機能の発信を需要を考慮した形で

行う。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

㉒ 緑豊かな教育研究環境と施設の安全性・信頼性を保持しつつ、所要の施設機能を長期間発揮す

るため、キャンパス環境の整備、維持保全を行い、有効に活用する。 

 

２ 安全管理に関する目標 

㉓ 日常的な安全性の確保などを着実に行うとともに、事故・災害・感染症の発生など緊急時に対

応した安全管理体制の実質化と、構成員の意識向上を通じた安全文化の醸成を行う。 

㉔ 情報管理の徹底を図るとともに、情報セキュリティの強化を推進する。 

 

３ 法令遵守等に関する目標 

㉕ 大学の職務の遂行に際し、業務方法書に掲げる内部統制システムに基づき、法令遵守のための

周知徹底や研修の実施、危機管理体制等の機能の充実・強化を行う。 

 

 

別表1（学部，研究科（学府含む）・研究科等連係課程実施基本組織） 

学部 

 

 

 

 

教育学部 

経済学部 

経営学部 

理工学部 

都市科学部 

研究科（学府含

む）・研究科等連

係課程実施基本

組織 

 

 

 

教育学研究科 

国際社会科学府 

理工学府 

環境情報学府  

都市イノベーション学府 

先進実践学環（Ｒ３設置） 

東京学芸大学大学院連合学校教育学研究科（参加校） 

 


